
横浜市民の生活行動
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加藤俊道
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１ はじめに

都市住民の生活行動は，その動きの多様さにおいて，目

を見張らせるほど複雑である。だが一見複雑にみえる都

市住民の活動を良く観察してみると，非常に精妙な系統

性がその中に存在していることに気づく。

もともと都市は高度に機能化し，分業化した人間集団の

関係の場として成り立っており，個々の生活は，生活容

器たる都市内部の関係性のうちに維持されているわけで

あるから，人々の動きの系統的な側面を分析することに

より，我々は生活を規定している都市の諸構造をよりよ

く知ることができるであろう。

たとえば，我々が日常経験している，“自宅から出て勤

務先に至る”という簡単な行動を考えてみても，それら

の行動も，都市の就業機会や，地価に影響された住宅立

地，交通混雑にみられる過密状況といった都市の枠組み

によって規定されていると考えられる。

人の動き＜パーソン・トリップ＞についての調査は，シ

カゴ，ピッツバーグ，ロンドン等においても行なわれ,

我国では広島都市圏において調査されたことがある。い

ずれの調査も総合的な都市交通体系の計画を目標として

企画され，実施されてきている。

首都圏においては，昭和43年に東京50㎞圏パーソン・ト

リップ調査が実施され以後５年間にわたって分析，研究

が行なわれてきた。ここに述べるのは，これらの調査の

一端であるが，横浜市民の生活行動と，それを規定する

都市の姿をある程度理解する一助となるであろう。

２ 横浜市内部の人の動き

横浜市内部の活動密度は他都市に比べ少ない

横浜市内部で発生した人の動きの回数＜発生交通量＞に

ついて，横浜市，神奈川県，東京都，及び東京50㎞圏下

＜東京都市群＞を比較したものが表２―１である。

これによると，夜間人口１人あたりの発交通量は2.02回

で他都市に比べ小さな値を示している。
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表２－１　発生交通量の比較

表２－２　着目的種類の交通比較

＜ただし５才以下の動きは除く＞
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表２－２は交通の目的別に比較したものであるが,業務，

勤務の交通については東京23区に比べ少なく，横浜を除

く神奈川県とほぼ同じ割合となっている。また自宅を目

的とする交通も少ない。

業務交通や通勤交通は都市の集積を示す一つの指標と考

えられるので，横浜の都市集積は他都市に比べ小さいと

いえる。

表２－３　地区相互間の交通＜終日＞
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横浜は，やはり東京との結びつきが強い

横浜市内の各区及び市外との結びつきを示したものが表

２－３である。これによると全体的に東京との結びつき

が強い。特に鶴見区，港北区，緑区についてはこの傾向

が顕著である。

また，市内各区の中で横浜都心部＜西区，中区＞指向性

の強い区は南区，港南区のみで，他の区はすベて市外と

の結びつきが強い＜図２－１＞。



図2－1　区相互の結びつき

中心区ほど交通発生密度は高くなる

表２―３を利用して夜間人口１人あたり，及び単位面積

あたりの発生交通量を算出したものが表２－４である。

夜間人口１人あたりの発生量では，中区が最も高く3.79

トリップ／人を示し，以下西，神奈川，磯子区の順にな

る。次に単位面積あたりの発生量では,西区が485トリッ

プ／haでトップに立ち，以下中，鶴見，神奈川，南，港

南区とつづく。両方の発生密度に共通して言えることは，
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都市集積の度合の高い中心区部において，発生密度は当

然のことながら高くでている。なおこの比較において順

位に入れ変わりがあるが，その例は中区と磯子区におい

て著るしい。両区はいずれも区域内に大規模な埋立地を

かかえており，埋立地は夜間人口を含まず工業的利用に

特化しているためと思われる。

表２－４　人口・面積当り発生交通量

調査に現われた横浜の性格

京23区内が2,280万トリップで43.7％を占め，横浜市は

約411万トリップで8.5％を占めている。これを表３－１

から発目的別でみると，横浜市は東京23区に比べ自宅か

ら発生する交通の占める割合が多くなっている。さらに

東京都市群全体に占める割合も9.1％となり，全交通量

の占める割合である8.5％よりも多くなっている。した

がって，この数字より判断する限り，横浜市は東京都市

群内ではどちらかと言えば住宅都市としての性格が強い

と言える。

次に着目的別について同様の比較＜表３－２＞をしてみ

ると，横浜市の特徴としては“自宅へ”と“業務へ”の

割合が東京都市群と比べ少なく，“勤務先へ”の占める

割合が多くなっており，ここでもやはり住宅都市として

の性格がでてきている。

表３－１発目的別発生交通量比較

横浜はどちらかといえば住宅都市の性格が強い

交通の目的と種類を次のように分類して，

①自宅から，及び自宅以外からの２種類の発目的＜どこ

から出発したか＞。

②自宅へ，勤務先へ，業務へ，通学先へ，買物へ，レジ

ャーその他へ，の６種類の着目的＜どこへ行くために出

発したか＞。

発目的，着目的別に発生交通量を，横浜市，東京23区，

及び東京都市群全体について比較してみる＜表3－1,

表３－２＞。

昭和43年時点に，東京都市群全体で目的種類の判明して

いる発生交通量は約4,822万トリップであり，このうち東
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表３－２　着目的別発生交通量比較
３

注＞下段の％はその地域が都市群全体に占める割合。



図3－1　横浜市内に起点を持つ交通の目的種類別内訳　＜目的不明は除く＞

図３－１は市内に起点を持つ交通目的を示したものであ

るが，このなかでの特徴としては自宅→勤務先，及び勤

務先→自宅の占める割合が最も大きく，全交通量411万

トリップのうち28.6%の118万トリップを占めている。

次に自宅二通学先が18.8％の77万トリップ，自宅ご買物

が16.6％の69万トリップと続いている。これらはいずれ

も自宅に関係した交通であり，いわゆる業務交通である

勤務先，業務二勤務先，業務交通は全体の7.0％の29万

トリップを占めているにすぎない。

これらの数値を束京都市群全体と比較してみると，東京

都市群全体では通勤交通が25％,通学交通が17％,買物

交通が21％,業務交通が17％となっており，特に業務交

通において差が著るしい。

横浜市民の利用する交通機関

ひとつの目的を特った動きを行なう際にも利用する交通

手段は複数個の場合が多い。たとえば出勤について考え

てみると，徒歩→バス利用→鉄道利用→徒歩，といった

交通手段がそれにあたる。

この調査では，利用交通手段を一つの目的を持った動き

に対応させるため，代表交通手段という概念を設定して

いる。代表交通手段は鉄道，バス，自動車，タクシー，

二輪車，その他＜飛行機，船等＞，徒歩の７種類に分類

し，優先権を上記の順位につけて表現している。市内の

交通目的別利用交通手段は表4－1に掲げるとおりであ

る。

公共大量輸送機関と個別輸送機関の利用比は約２：１

市内で発生ナる交通412万トリップのうち，徒歩のみで

完結ナる交通が178万トリップで43.3％,何らかの交通

機関を利用ナる交通は235万トリップで56,7％である。

交通機関を利用する交通のうち，鉄道，バス利用交通は

147万トリップで35.7％,個別輸送機関である自動車，

タクシーを利用ナる交通は71万トリップで17.1%となっ

ている。

通勤は鉄道利用，業務は自動車利用が最大

通勤交通では鉄道利用が最も多く55%を占め，次に多い

のはバス，徒歩でそれぞれ約13％の利用状況となってお

り，公共大量輸送機関は全体の約65％の交通を輸送して

４

73



いる。また個別輸送機関の利用率は約15％にすぎず,行

きよりも帰りの方が利用率は高くなっている。

都心部交通で大きなウェイトを特つ業務交通についてみ

ると，最も多いのが自動車の約60％であり，タクシーも

含めた個別輸送機関により約70％が輸送されている。し

たがって，公共大量輸送機関＜鉄道，バス＞及び徒歩の

占める割合は少ない。特に徒歩交通は約10％にすぎず，

全目的種類別交通のなかでも最低となっている。

表４－１　目的種類別，代表交通手段別発生量

徒歩は約10分，タクシー利用は15分が平均

交通機関の利用時間について調べてみると，利用時間が

ほぼ一定しているのは徒歩,バス，自動車，オートバイ,

タクシーであり，逆に利用時間が一定していないのは,

鉄道，自動車，貨物車及び貸切バスである。

徒歩は5～14分＜約250ｍ～750ｍ＞に集中し，20分以上

歩く人は少ない。バスも利用時間は5～14分く約1.5～

4.5㎞＞に集中し，25分以上乗る人は少ない。鉄道利用

者は10～14分＜約5～10㎞＞と30～39分＜約20～25㎞＞

の２つにピークがあり，自動車は広範囲に使用されてい

る＜図４－１＞。

移動距離４～７kmに空洞がある

代表交通手段ではなく，利用する交通機関と距離の関係
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注＞各欄の数字は

　　実数

ヨコ集計％

タテ集計％

というようになっている。



について調査したものが図４－２である。

この図から判るように，距離1.6kmと４～７kmの所に空

洞がある。この点は，徒歩，バス，鉄道と続く，それぞ

れの特性を生かした公共大量輸送機関のポケットとなっ

ている個所でもあり，始めのポケット＜１～２㎞＞の点

で自動車の利用が急激に増加し始め，４～６kmの第２の

ポケットで自動車利用が最大に達していることに留意す

べきである。もし，このポケットを埋める性能を持つ交

通機関が将来考えられるならば，自動車利用交通の転換

を計ることができるかも知れない。

図４－１　市内に目的地をもつ交通の交通手段別平均運行時間

図４―２　交通機関と距離 図４－３　西区，中区に勤務する人はどのような交通手

　　　　　段で出勤するか
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中，西区への出勤はバス利用比が大きい

横浜市の中心商業，業務地区である中区，西区に通勤す

る人の交通手段を示したものが図４－３である。

全市の平均通勤手段と比べてみると，鉄道，二輪車，及

び徒歩利用は減少し，バス，自動車，タクシー利用が増

大している。特にバス利用は７％以上の開きがみられ

る。ここから大別して２つの問題点が認められる。１つ

はバス網が中心部に集中しすぎている点であり，公共大

量輸送機関のうち，もう少し鉄道を生かす形で整理され

るべきであろう。さらにもう一つの問題点はマイカー通

勤者の問題である。通勤交通は朝夕のピーク時における

集中度が高いため，交通混雑の主要な原因となってい

る。この点について何等かの対策が必要である。

５ おわりに

パーソン・トリップ調査は昭和43年に東京50㎞圏を対象

として実態調査を行ない，以後，集計，解析，将来予測

＜昭和55年，昭和65年＞，施設計画，事業化計画，投資

効果の検討などについてこれまで検討してきた。この小

論はそのうちの解析までの作業のごく一部についてふれ

てみたものであるが，先に本誌＜調査季報第26号。パー

ソントリップ調査からみたレジャー＞に発表した内容と

若干重複する部分についてはおわびしたい。

また，本調査を実施した５年前と現在とでは都市交通に

対する社会的反応は大きく情勢を変え，人々の要求もま

たそれにつれて変化してきている。

今後の総合都市交通計画の立案にあたっては，これらの

多種多様な都市住民の要求に答える柔軟な計画を行なう

ため広く意見を取り入れてゆきたいと考えているご

＜かとうとしみち　計画局計画部都市計画課＞

＜ながしまあつお　計画局主査・交通工学研究会々員＞
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